
議案第９７号

青梅市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

令和７年２月１８日

提出者 青梅市長 大勢待 利 明

（説明）

地方税法施行令の一部を改正する政令の施行に合わせ、課税限度額の引

上げおよび減額措置にかかる軽減判定所得の基準額の見直しを行うほか、

所要の規定の整備を行いたいので、この条例案を提出いたします。

青梅市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

青梅市国民健康保険税条例（平成１０年条例第３５号）の一部を次のよ

うに改正する。

第２条第２項ただし書中「６５万円」を「６６万円」に改め、同条第３

項ただし書中「２４万円」を「２６万円」に改める。

第２０条第１項中「６５万円」を「６６万円」に、「２４万円」を

「 ２ ６ 万 円 」 に 改 め 、 同 項 第 ２ 号 中 「 ２ ９ ５ ， ０ ０ ０ 円 」 を

「３０５，０００円」に改め、同項第３号中「５４５，０００円」を

「５６万円」に改める。

第２３条中「市長は」の次に「、」を加え、「あい」を「遭い」に、「者」

を「もの」に改め、同条に次の１項を加える。

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、当該者が災害に遭いまたは貧困で

ある等特別の理由がある者であることが明らかであり、かつ、国民健康

保険税を減免する必要があると認める場合は、職権により国民健康保険

税を減免することができる。



付 則

（施行期日）

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第２３条の改

正規定ならびに付則第３項および第４項の規定は、公布の日から施行す

る。

（経過措置）

２ この条例による改正後の青梅市国民健康保険税条例（以下「改正後の

条例」という。）の規定は、令和７年度以後の年度分の国民健康保険税に

ついて適用し、令和６年度分までの国民健康保険税については、なお従

前の例による。

（この条例の失効等）

３ この条例は、地方税法施行令の一部を改正する政令（令和７年政令第

あ号。次項において「改正令」という。）が令和７年３月３１日までに公

布されないときは、その効力を失う。

４ この条例は、前項の場合を除き、改正令による改正後の政令の規定す

る内容が当該規定に対応するこの条例による改正後の条例の規定の内容

と異なるときは、廃止するものとする。


